
令和５年度 ２月補正予算の内容
（一般会計補正予算 第９号）

総合経済対策関連

【物価高騰対策】

生活支援特別給付金（住民税均等割のみ課税世帯・こども加算）



事 業 費
合 計

財源内訳

国 県 市債 その他 一般財源

640,000 － － － － 640,000

（単位 千円）

一般会計補正予算額

6億4,000万円

【参考】令和5年度予算累計額（一般会計） 1,230億8,388万円

※一般財源の全額は物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金



過去の除雪費決算額
令和 ２年度 １億 ,１０１ 万円
令和 元年度 １,５４１ 万円

平成３０年度 ８,８５８ 万円

生活支援特別給付金 補正額：640,000千円

物価高騰の負担感が大きい低所得世帯の生活を支援するため、住民税均等割のみ課税世帯への給付金（１世帯当たり１０万円）

と、低所得世帯へのこども加算（児童１人当たり５万円）を給付します。早期の給付を目指します。

総合経済対策関連【物価高騰対策】

区分 支給額 想定世帯数 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

住民税非課税世帯 7万円/世帯 27,500世帯

こども加算
5万円/児童

1,300世帯

確認が必要な世帯 300世帯

住民税均等割のみ課税世帯 10万円/世帯 4,500世帯

こども加算 5万円/児童 330世帯

（確認書等発送） （支給開始）（通知発送）

以降、随時支給

以降、随時支給

（１）住民税均等割のみ課税世帯への給付

⚫ 支 給 額／１世帯当たり１０万円

⚫ 対象世帯／令和５年度住民税均等割のみ課税の世帯 約4,500世帯

（２）こども加算

⚫ 支 給 額／１８歳以下の児童１人当たり５万円

⚫ 対象世帯／①令和５年度住民税非課税世帯で１８歳以下の児童がいる世帯 約1,600世帯（児童2,600人）

②令和５年度住民税均等割のみ課税の世帯で１８歳以下の児童がいる世帯 約330世帯（児童570人）

【支給スケジュール】※住民税非課税世帯への7万円追加給付は12月補正予算にて実施中

今
回
の
補
正

12月補正
で実施中

以降、随時支給

以降、随時支給

1/31
早期支給

※ いずれも基準日は令和5年12月1日



【参考】生活支援特別給付金と定額減税の全体イメージ

今回の補正予算部分


